
協定項目２３－１６号 資料 

 

商工・観光関係事業の取扱いについて 

 

１．協議項目の要旨・留意点 

 

① 商工業・企業誘致港振興・観光イベント・宿泊施設関係の事業について検討する。 

② 関連資料については、別紙のとおり。 

 

２．提案の理由 

    

各種事務事業については、各地域の実情を尊重しながら、新市全体の均衡が保てるよ

う、一体性の確保、負担の公平性等の観点から調整を行い提案する。 

 

３．協定（協議）先進事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

兵庫県篠山市（平成１１年４月１日 新設合併） 

 

(1) 商工会の統合については、それぞれの事情を尊重し調整に努める。 

   補助金については現行制度を尊重し調整するものとする。 

(2)  商店街や商工業者にかかる助成制度については、篠山町の例による。 

(3)  地元企業就職奨励金については、現行のとおりとする。 

(4)  地域振興にかかる助成や貸付制度については、篠山町の例による。  

    

埼玉県さいたま市（平成１３年５月１日 新設合併） 

 

 商工・観光事業については、引き続き事業の推進に努めるものとする。 

 同一又は類似する事業は統合又は再編するものとする。 

 

山梨県南アルプス市（平成１５年４月１日 新設合併） 

 

商工観光事業（各種イベント等）の取扱い 

  基本的には現状のまま継続することとし、拡大あるいは一本化すべきものについて

は新市において調整する。 

商工業・観光振興の取扱い 

 商工業・観光振興の取扱いについては、次のとおりとする。 

(1) 商工会については一本化を図り、新市全域にかかる統合組織を設置する。 

(2) 合併後速やかに新市の観光協会を設置し、観光振興の強化を図る。 

(3) 小規模企業者の貸付資金については現行制度を維持することとし、勤労者に対する



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

岐阜県飛騨４町村合併協議会（平成１６年２月１日目標 新設合併） 

 

(1) 商工観光事業については、引き続き事業の推進に努め、同一又は類似する事業の

統合・再編を進め、事業の振興を図る。 

(2) 観光関連施設については、現行のとおり新市に引き継ぎ、合併後２年以内を目処

に民営化を図る。なお、廃止統合を含め、健全経営への取り組みを継続して行う。 

  貸付資金については、白根町の例により新市全域を対象とする。 

(4) 商工業振興にかかる継続中の事業は新市に引き継ぐ。また、新市の商工業振興計画

を策定し統一的な振興を図る。    



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協定項目 　２３－１６　商工・観光関係事業 【商工会議所及び商工会】 産業経済部会　　商工業・運輸分科会

調整方針（案）

分野名 川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町

名称 ①川内商工会議所、②高城商工会 樋脇町商工会 入来町商工会 東郷町商工会 祁答院町商工会

目的

①市内（高城地区を除く）商工業者の振興のため
に市長が必要と認める事業を実施することを目的と
する。

②高城地区商工業者の振興のために市長が必要
と認める事業を実施することを目的とする。

商工業の総合的な改善発展を図り，併せて社会一
般の福祉の増進と国民経済の健全な発展に寄与
することを目的とする。

商工・観光の振興を図るため商工、観光関係団体
が行う事業に係る経費に対し、予算の範囲内で補
助金を交付する。

「商工会法」に基づいて設立された公益法人で商
工業者の方々によって自主的に運営され地域の商
工業の総合的な改善発達と，社会一般の福祉の増
進に資することを目的に活動。

「商工会法」に基づいて設立された公益法人で商
工業者の方々によって自主的に運営され地域の商
工業の総合的な改善発達と，社会一般の福祉の増
進に資することを目的に活動。

事業内容

①・指導事業
　 ・小規模指導事業
　 ・倒産防止対策事業
②・指導事業
　 ・小規模指導事業
　 ・倒産防止対策事業
　 ・後継者対策事業

・経営改善普及事業
・情報化対策事業
・市比野温泉杯サッカー大会事業
・特産品振興事業
・地域振興活性化事業
・商品券事業

地域の総合経済団体として、経営基盤の強化を柱
とする経営改善普及事業をはじめ地域振興活性化
を目的とした日の丸地区の地域興し温泉場商店街
整備推進、後継者対策の一環とする職場体験学修
をはじめ、地域と一体となった各種イベント福祉事
業等行政・各関係機関との連携のもと推進する。

・経営改善普及事業　　・経営・税務対策事業
・総合振興事業　　　　　・労務対策事業
・商業・工業振興事業　・青年部・女性部対策事業
・金融対策事業　　　　　・福利厚生事業

・経営改善普及事業　　・経営・税務対策事業
・総合振興事業　　　　　・労務対策事業
・商業・工業振興事業　・青年部・女性部対策事業
・金融対策事業　　　　　・福利厚生事業

組織

①会頭、副会頭３名、専務理事１名、
　　常議員２６名、監事３名

②会長、副会長２名、
　　理事１０名、監事２名

会長１名　副会長２名　理事９名　監事２名
事務局長１名　経営指導員２名　補助員１名　記帳
専任職員１名　記帳指導員１名
会員２４８名（平成１３年度末）

会員１７９名
役員：１８名
会長１名、副会長２名、理事１３名、監事２名　計１８
名
事務局：５名
局長、経営指導員、補助員、記帳選任職員、記帳
指導職員

会長１名・副会長１名・理事11名・監事２名
会員数128名・総商工業者178名
事務局長１名・経営指導員１名・補助員１名・記帳
選任職員１名

会長１名・副会長2名・理事9名・監事２名
会員数113名・総商工業者146名
経営指導員１名・補助員１名・記帳選任職員１名

分野名 里村 上甑村 下甑村 鹿島村 課題・問題点

名称 里村商工会 上甑村商工会 下甑村商工会 鹿島村商工会

目的

地域の経済団体として，小規模企業者の経営指導
と地域商工業の振興を推進するとともに，社会一般
の福祉の増進に寄与する。

「商工会法」に基づいて設立された公益法人で商
工業者の方々によって自主的に運営され地域の商
工業の総合的な改善発達と、社会一般の福祉の増
進に資することを目的に活動。

「商工会法」に基づいて設立された公益法人で商
工業者の方々によって自主的に運営され地域の商
工業の総合的な改善発達と、社会一般の福祉の増
進に資することを目的に活動。

本商工会は、地区内における商工業者の総合的な
改善発達を図りあわせて社会一般の福祉の増進に
資し、もって国民経済の健全な発展に寄与すること
を目的とする。

事業内容

・経営改善普及事業　　　　　 ・総合振興事業
・商業、工業振興事業 　　　　・金融対策事業
・経営・税務対策事業　　　　 ・労務対策事業
・青年部・女性部対策事業　 ・福利厚生事業

（主な活動内容）
１　総会・定例会
２　村内清掃
３　夏祭り事業
４　朝市
５　地区青年部夏期大学
６　鹿児島県青年部主張大会
７　パソコン・税務講習会
８　串木野市との交流会
９　花いっぱい運動
10　鹿児島県青年部合同研修会
11　市町村合併討論会
12　その他

・経営改善普及事業 ・総合振興事業
・商業、工業振興事業 ・金融対策事業
・経営・税務対策事業 ・労務対策事業
・青年部・女性部対策事業 ・福利厚生事業

 ・経営改善普及事業
　・総合振興事業
　・商業、工業振興事業
　・金融対策事業
　・経営・税務対策事業
　・労務対策事業
　・青年部・女性部対策事業
　・福利厚生事業

１・商工業に関し、相談に応じ、又は指導を行う。
２・商工業に関する情報又は資料を収集し、及び提
供する。
３・商工業に関する調査研究を行う。
４・商工業に関する講習会又は講演会を開催する。
５・展示会、共進会等を開催し、又はこれらの開催
のあっせんを行う。
６・商工業に関する施設を設置し、維持し、又は運
用する。
７・商工会としての意見を公表し、これを国会、行政
庁等に具申し建議する。
８・行政庁等の諮問に応じて、答申する。
９・社会一般の福祉の増進に資する事業を行う。
１０・商工業者の委託を受けて、当該商工業者が行
うべき事務（その従業員のための事務を含む。）を
処理すること。
１１・全各号に掲げるもののほか、本商工会の目的
を達成するために必要な事業を行う。

組織

１　会員数：110名
２　役員数：会長１名，副会長１名，理事10名，監事
２名
３　事務局 ：経営指導員１名・補助員１名
　　　　　　　　記帳専任職員１名

会長１名・副会長１名・理事７名・監事２名・会員数９
６名
総商工業者１０４名
［事務局構成　３名］
経営指導員１名・補助員１名・記帳専任職員１名

・会長1名   ・副会長1名   ・理事11名   ・監事2名
・会員数119名   ・総商工業者166名
【事務局構成 3名】
・経営指導員1名・補助員1名・記帳選任職員1名

【組織役員】
　会長１名・副会長１名・監事２名・理事６名・会員数
１７名

商工業振興事業については、新市に移行後も継続して実施する。各商工団体の組織及び運営については、新市に移行後､効果的な活動ができるよう組織体制の確立を推進する。

・商工会の調整が必要になってくる。公共的団体の
ため調整が難しいが、何らかの形で整理統合でき
るよう検討が必要ではないか。
・イベント等については、それぞれの地域商店街等
の活性化に繋がるため、継続していきたい。



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協定項目 　２３－１６　商工・観光関係事業 【ふるさと大使】 産業経済部会　　商工業・運輸分科会

調整方針（案）

分野名 川内市 課題・問題点

名称

薩摩国川内大使

目的

本市を広く全国に紹介し，本市特産品の活用や観光
振興等に資するため，大使制度を設置した。

大使の種類及び人
数

河童特派委員―１６人　夢の語部―８人　大綱大将
―９人　みずのまち―１２人　可愛山大使―１８人
計―６３人

選任

各種団体の長や役員，国から本市への出向者，国
の出先機関の長，民間事業所，学識経験者，文
化・芸能・スポーツ等で活躍する本市ゆかりの者等
の中から選び、市長が委嘱する。

任期

大使の任期は，5年とし再任を妨げない。但し、大
使本人から辞退の申し出があった場合は、この限り
でない。また、市長は特別の事由がある時は大使
を解任することができる。

活動等

大使は、それぞれの居住地や職場等において本
市を広く紹介するとともに本市特産品の普及宣伝
や観光振興に努め、かつ本市のまちづくりへの提
言や企業誘致など市政発展の情報提供を行う。

・ふるさと大使に関することについては、現行のまま新市に引き継ぐこととし、新市において調整する。

その他町村
川内市で制度を設けている。該当なし



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協定項目 　２３－１５　農林水産関係事業 【企業誘致助成措置】 産業経済部会　　企業誘致・港振興分科会

調整方針（案）

分野名 川内市 樋脇町 東郷町 祁答院町 その他町村

名称

川内市企業立地促進条例に関する補助金 樋脇町企業誘致促進補助金 東郷町企業誘致促進に関する補助金 祁答院町企業誘致促進助成金

目的

本市内において工業生産施設等の新設、増設又
は移転をしようとするものに対し、助成措置を行な
う。

本町内に生産施設の建設のために、用地取得及
び造成工事等を行ったものに対して補助を行う。

  東郷町内に工場建設を目的として用地取得及び
造成工事を行ったものに対して補助を行う。

　祁答院町内に工場建設を目的として用地取得及
び造成工事を行ったものに対して助成を行う。

交付要件

1.用地取得費補助
　・施設工場用地を取得し、工場生産施設等を新
設・増設または、移転し３年以内に操業を開始し、
新規雇用１０人以上で投下固定資産総額２，３００
万円を超える場合。
　・工業生産施設については、３，０００㎡以上の用
地取得。
　・情報サービス施設については５００㎡以上の用
地取得。
　・観光施設については、投下固定資産総額５億
円を超える場合について補助を行う。

2.新規雇用奨励金
　・新規雇用者の就労に当たり奨励金を支払う。
　　新規雇用者*20万円（障害者は30万円）
　　雇用者により限度額

・製造業で、町と立地協定書を締結していること。
・10人以上の雇用者があること。
・工場用地の面積が1,500㎡以上であること。

・工場建設のため用地取得面積が1,500㎡以上
・操業開始時に10人以上の雇用があること
・町と立地協定を締結すること

・用地取得後3年以内の操業開始
・固定資産取得価格　1,000万円以上
・新規地元雇用者5人以上
・法律その他の法令に違反していないこと

交付対象経費 当該工場用地取得（造成工事費含む） 当該工場用地取得（造成工事費含む） 当該工場用地取得費（造成工事費含む） 当該工場用地取得費（造成工事費含む） 課題・問題点

交付額

（用地費＋造成費）*補助率
　　　　　　　　　　補助率は３／１０以内。

交付対象経費の10分の3以内（実質25％で予算措
置運用）

交付対象経費の10分の２以内 交付対象経費の10分の3以内（実質25％で予算措
置運用）

交付金限度額

・10人以上20人未満の場合　3,000万円
・20人以上30人未満の場合　5,000万円
・30人以上の場合　                  1億円

雇用者10人以上20人未満  ２,０００万円
雇用者20人以上               ２,５００万円

 2,000万円 3,000万円

交付時期

操業開始後 操業開始後 操業開始後

そ　の　他
（固定資産課税免、
奨励金）

工業開発等促進条例により、２，５００万円以上の
生産設備の新増設を行なった場合、３年間の固定
資産の課税免除又は奨励金の交付を行う。

 過疎地域産業開発促進条例による３年間の固定
資産の課税免除を行う。

  過疎地域産業開発促進条例による３年間の固定
資産の課税免除又は奨励金の交付を行う。

 過疎地域産業開発促進条例による３年間の固定
資産の課税免除を行う。

立地企業に対する補助、助成制度は有していない
が、入来町（入来町産業開発促進条例）、里村（里
村工業開発促進条例）ではそれぞれの条例に基
づく立地企業の固定資産の課税免除を実施してい
る。

条例・規則、補助金交付要綱等により交付要件（工
場用地取得、造成、雇用人数）、交付額（上限額，
奨励金）が決定されている。
新市での偏りのない、全体的な企業の立地を目指
すために補助の額等の調整が必要である。
過疎地域の指定など、地域性にあった補助制度を
制定するべきである。
新市へ移行する時点では条例等の整備は終了し
ているべきではないか。

・企業誘致助成措置に関することについては、合併時に、新たに制度等を制定する。



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協定項目 　２３－１６　商工・観光関係事業 【観光イベント事業】 産業経済部会　　観光イベント分科会

調整方針（案）

分野名 川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町

イベント名

・川内川花火大会（８月）
・川内大綱引（９月）
・がらっぱどん祭（１１月）［平成１５年度］
・川内はんやまつり（１１月）
・御狩場マラソン大会（１１月）
・新幹線開業関係イベント（調整中）
・きやんせふるさとフェスタ（調整中）

・丸山桜マラソン大会（４月）
・市比野温泉杯サッカー大会（７～８月）
・市比野温泉サマーフェスティバル（８月）
・遊湯館記念イベント（１２月）
・市比野温泉「湯の市」（毎月）

・いりきファミリーハイキング（４月）
・入来パラグライダーフェスティバル（７月）※平成１
５年度から休止
・温泉まつり（７、８月）※平成１４年度から休止
・八重山高原星物語（８月）
・入来町夏まつり（８月）
・野外映画祭（ふくろう館長のいりき星空映画館）（１
０月）
・フレンドリーカップゴルフ（１０月）

・とうごう天神梅マラソン大会（１月）
・東郷町夏まつり納涼大会（７月）

・梅マラソン大会（２月）
・藺牟田池納涼花火大会（８月）
・中高年登山大会（１１月）
・むらおこしカップ市町村対抗女子駅伝大会（１２
月）

分野名 里村 上甑村 下甑村 鹿島村 課題・問題点

イベント名

・里村夏まつり（８月） ・上甑夏祭り（　７月）
・甑大明神マラソン大会（　１１月）

・竜宮伝説フェスタ(11月） ・うみねこまつり（４月）
・港まつり（８月）
・若者交流「体験！発見！鹿島村」（８月）

・事業の実施団体が実行委員会等で全て実施（自
治体の関与なし）している事業もあるが、自治体で
実施している例も有り、実行委員会等の強化が必
要と考える。しかしながら、合併時において、実行
委員会等にすべて移管することは難しいと考えるの
で、支所等にもそのような組織体制（観光部門等）
が必要と考える。
・イベントは、各自治体の地域に根付いたもので尊
重する必要があり、現行のまま新市に引き継ぐ必要
があると考える。
・今後は実行委員会組織等の強化を図り、体制づ
くりをして事務の移管を進める必要があると考える。
新市に移行後将来においては、特定地域に偏るこ
となく新市のイベントとして何がふさわしいのか補助
額等を含め総体的に検討する必要があると考え
る。

・観光イベント事業については、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協定項目 　２３－１６　商工・観光関係事業 【観光施設維持管理】 産業経済部会　　観光イベント分科会

調整方針（案）

分野名 川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町

施設名称

①せんだい宇宙館
②西方海水浴場
③唐浜キャンプ海水浴場
④寺山いこいの広場

①道の駅観光拠点施設「遊湯館」 ①愛宕ビスタパーク
②鉄道記念館と八風公園
③向山自然公園

①藤川天神「臥竜梅」
②梅つつみ等及び桜管理
③東郷温泉ゆったり館多目的広場維持管理
④とうごう五色親水公園

①藺牟田池県立自然公園
②世界一郷水車・竜仙館

管理方法

①川内市民まちづくり公社へ委託
②西方海水浴場振興会へ補助金
③川内市民まちづくり公社へ委託
④川内市民まちづくり公社へ委託

①（株）遊湯館と管理委託契約 ①～③業者委託 ①東郷町観光協会
②シルバー人材センター
③町維持管理
④シルバー人材センター

①ア．町作業班、イ．シルバー人材センター委託、
ウ．森林組合への委託
②ア．作業班、職員

管理内容

①施設の維持管理
②休憩所・シャワー・トイレ･駐車場等
③休憩所・シャワー・トイレ・常設テント等
④施設の維持管理

①直売所棟・便所棟・駐車場等 ①～③草払い等 ①清掃委託
②川内川梅づつみ及び県道路傍梅管理
③芝生広場、樹木等の維持管理
④バンガロー等管理

①一周道路、ｻｲｸﾘﾝｸﾞﾛｰﾄﾞ、キャンプ場、公園、外
輪山登山コース
②世界一郷水車、水路、池、竜仙館

実績
（平成１３年度）

①21,931千円、②1,620千円、③4,897千円 ①5,000千円 ①３，５４８千円、②１，２１８千円、③２，４１５千円 ①745千円、②479千円、③　千円、④７，９２０千円 ①ア．7,050千円、ウ．2,005千円
②4,500千円

分野名 里村 上甑村 下甑村 鹿島村 課題･問題点

施設名称

①長目の浜展望所
②市の浦キャンプ・海水浴場

①上甑村県民自然レクリェーション村
②観光センターながめ
③はまゆう園
④田之尻展望所・中川原展望所・帽子山展望所他
⑤長崎鼻遊歩道
⑥梶原源太の墓等

①観音三滝公園・前の平展望所・手打海水浴施設・芦
浜海水浴施設
②観音三滝キャンプ場・片野浦キャンプ場・芦浜キャン
プ場
③尾岳遊歩道・壁立遊歩道・観音三滝公園・貴船観音
公園・釣掛崎自然公園・灯台・手打ふれあい広場・薩摩
半島眺望の丘・しんきろうの丘・経塚遊歩道・松島展望
所・ふれあいの森
④釣掛崎自然公園公衆便所・多目的広場公衆便所・
手打ふれあい広場公衆便所・手打港待合所公衆便所・
小泊公園公衆便所

①離島住民生活センター
②花瀬緑地公園
③健康交流公園
④鳥ノ巣山展望所
⑤ヘリポート公園
⑥藺落展望所
⑦八尻展望所
⑧多目的広場
⑨百合草原藺落
⑩ふれあいパークかしま
⑪夜萩丸山公園

管理方法

①②里村観光協会に委託 ①村管理
②上甑村観光協会へ委託
③上甑村シルバー人材センターへ委託
④
⑤
⑥

①各公民館・女性会
②シルバー人材センターへ委託
③個人
④個人

①～⑪村管理

管理内容

①展望所・トイレ
②キャンプ場・管理棟・バンガロー・テニスコート等

①バンガロー、ゴーカート、海水浴場施設管理
②観光センター維持管理
③キャンプ場・トイレ・シャワー室管理
④草刈・剪定の管理
⑤展望所の清掃及び維持管理

①展望所・トイレ・公園
②キャンプ場
③草刈・剪定・施肥・消毒の管理委託
④トイレの清掃及び維持管理

①施設の維持管理、②海水浴場・遊具（トイレの清
掃及び草刈）③遊具（トイレの清掃及び草刈）④展
望所（草刈及び野焼き）⑤ヘリポート（草刈）⑥展望
台（草刈）⑦展望台（草刈）⑧（トイレの清掃及び草
刈）⑨草刈⑩トイレの清掃及草刈り・浄化槽管理委
託⑪草刈

実績
（平成１３年度）

①０千円、②８３０千円 ①７,４７０千円、②６７５千円、③３６千円、④３２８千
円、⑤４７千円、⑥６６千円

①公園・展望所　月20千円、海水浴施設　72千円
②月136千円
③年額1,800千円
④50千円

①２０７千円、②１９９千円、③１，１１３千円、④１０７
千円、⑤１００千円、⑥１００千円、⑦１６８千円、⑧６
６，５２８千円、⑨４３０千円、⑩３１２千円⑪０千円

・観光施設の管理運営については、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。

＜海水浴施設＞
・管理の方法に格差がある。
・職員が交替で管理にあたっている海岸有り。事故
等の管理責任に問題がある。
・各市町村にあるキャンプ場等を含めて総合的な
管理公社等を設置するか，委託等を考える必要が
ある。
・委託に変更すると，管理費用が高くなるので現行
の補助金のままで新市に引き継ぐ海岸有り。
＜キャンプ場＞
・管理の方法に格差がある。
・職員が交替で管理にあたっているバンガロー有
り。事故等の管理責任に問題がある。
・各市町村にある海岸管理等を含めて総合的な管
理公社等を設置するか，委託等を考える必要があ
る。



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協定項目 　２３－１６　商工・観光関係事業 【観光船管理運営】 産業経済部会　　観光イベント分科会

調整方針（案）

分野名 里村 上甑村 下甑村 その他市町村 課題・問題点

船名

きんしゅう
（水中展望船　定員50名、17トン　）

観光船かのこ
（定員２６名、１５トン）

おとひめ
（定員２６名、１７トン）

該当なし

目的

里村の恵まれた自然や資源を活用し，観光及びレ
クリエーションの場を提供することにより，村の活性
化を図る。

甑島の恵まれた海洋性自然環境を観光し、村の活
性化を図るため観光船を置く。

下甑村の恵まれた海洋性自然環境を観光及びレク
リェーションの場として活用し、村の活性化を図る
為，観光船を置く。

停泊港

里港 上甑村　中甑漁港 下甑村　　手打港

事業主体

里村、㈱甑産業振興公社への管理委託 上甑村 下甑村

運行内容

１　運航期間：通年
２　所要時間及び料金
　　・Aコース４０分（大人1,500円　小人750円）
　　・Bコース６０分（大人2,000円　小人1,000円）
　　※割引について
　　　　身体障害者及び精神薄弱者：５割引
　　　　団体（１５名以上から）一般：１割引
　　　　　　　　　　　　　　　　　 学生：大人３割引
                                   　       　小児１割引
　　※大人は中学生以上，小児は小学生以下。
３　出航時間
　　９：３０～，１４：００～の２回
　　※随時運航あり。
４　運休日
　　船舶の定期検査期間。

・毎年４月～１０月までは中甑港を起点とし、西海岸
コース・東海岸コース観光遊覧コースを実施する。
・西海岸コース　大人１回２,０００円・小人１回１,０００
円
・東海岸コース　大人１回１,０００円・小人１回５００円
・身体障害者（介護者含む）　上記金額の５割引
・団体　（１５名以上）　　　上記金額の１割引

・毎年７月から９月までは観光遊覧コースを実施す
る。手打港を起点として，下甑村の東海岸，西海岸
を遊覧する。
・定置網コースは，手打港を起点として定置網漁業
を観光する。
・スクーバダイビングコースとは，観光船を使用して
スクーバダイビングを行う。
・船釣りコースとは，観光船を使用して船釣りをし，
遊覧等を行うコースをいう。
・遊覧コース　大人１人　２，０００円・小児１人　１，０
００円
・スクーバダイビングコース　タンク１本　２，０００円
・船釣コース　近海　１回　３０，０００円
・遠海　１回　５０，０００円
・身体障害者（介護者含む）　上記金額の５割引
・出航時間
　　９：３０～（90分），１４：００～（90分）の２回

その他

【緊急時の運行】
　観光船かのこは緊急時はその目的以外に使用す
る。

・観光船の管理運営については、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。

・甑島においては、海は観光の目玉でもあり今後も
運行を続ける必要がある。
・新幹線開業に伴い甑島観光ルートをおおいにＰＲ
し、観光客誘致を行い利用者増に努める必要があ
る。



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協定項目 　２３－１６　商工・観光関係事業 【観光協会】 産業経済部会　　観光イベント分科会

調整方針（案）

分野名 川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町

名称
川内観光協会 樋脇町観光協会 入来町観光協会 東郷町観光協会 祁答院町観光協会

目的

「歴史と文化と人とのふれあい観光せんだいの創
造」を目指して、県・市・会議所等と密接に連携して
必要な事業を行い、会員と共に魅力ある協会運営
を図り観光行事及び観光案内・宣伝等に資する。

会員相互の連絡協調のもとに観光資源の保存開
発並びに観光事業の普及啓発を図り，本町産業経
済の振興と文化向上の実をあげることを目的とす
る。

観光思想の普及徹底、町内観光資源の調査研究
並びに観光客の誘致、観光施設の建設並びに整
備改善とその促進等その他。

会員相互の連絡協調のもとに観光資源の保存開
発並びに観光事業の普及啓発を図り，本町の観光
の振興と文化向上の実をあげることを目的とする。

会員相互の連絡、協調のもとに町内観光資源の開
発並びに観光事業の推進を図る。本町産業経済の
振興と文化向上の実績を目的とする。

内容

県・市・商工会議所等と連携した事業の開催，観光
案内・観光振興を行う。
又，会員の観光に対する意識高揚もはかり，川内
観光地化を模索する。

地域活性化並びに住民福祉の向上のため，観光
振興推進事業を行う。

理事会月１回、全体会２回、行政懇談会、入来町
夏まつり、北さつま物産展、鉄道記念館公園ライト
アップ、観光用パネルの作成

・会員研修・交流事業・景観づくり啓発事業・観光
客誘致（観光地・農家との連携）・観光案内，ＰＲ・
キャンペーン活動推進事業・西郷隆盛愛犬ツン銅
像清掃

・観光思想の普及・観光資源の調査研究並びに開
発・観光事業各種団体及び機関との連絡提携・観
光施設の広報宣伝・観光客の誘致対策並びに接
遇研修・観光物産の調査研究並びに生産指導・土
産品等の販売及び斡旋・夏祭り納涼花火大会等観
光事業の実施

会員数

会員:約２７０名（平成１４年度）
（会員・特別会員）

会員：１３０名　役員：１９名 会員：５６名 会員：８８名 １号会員（正会員）１１名
２号会員（正会員）７８名
賛助会員　　　　 　９０名

会費
１口：２，０００円 １人２，０００円 １人２，０００円 年　２，０００円 １号会員（正会員）10,000円以上

２号会員（正会員） 2,000円以上
賛助会員　　　　　 1,000円

事務局体制

事務局職員2名（内1人は，事務局長） 樋脇町観光協会の事務局を経済課内に設置す
る。

入来町観光協会の事務局を企画開発課内に設置
する。

東郷町観光協会の事務局を経済課内に設置す
る。

・会長・副会長2名・理事12名・監事2名・事務局
企画開発課

分野名 里村 上甑村 課題・問題点

名称 里村観光協会 上甑村観光協会

目的

村及び観光事業関係者相互の連絡協調のもとに，
里村における観光資源の保存開発及び健全な発
展を図るため，必要な事業を行い，会員の経済活
動を促進するとともに，里村の産業の発展に寄与
する。

村の観光振興及び地域振興に寄与している村観
光協会の運営の助成。

内容

観光資源の調査研究及び開発・観光に結びつく各
種産業の調査及び連絡協調・観光施設の充実改
善・観光地、観光コース等の選定及び整備促進・
観光地の紹介宣伝及び観光客の誘致案内・観光
に関する印刷物の刊行・観光事業従事者の教養訓
練・島民に対する観光に関する認識の向上及び普
及・観光に関係を持つ各種団体との連絡協調。

協会運営費に対する助成及び委託業務のほか、よ
り一層充実した観光案内、またテレホンカード・名
刺台紙等作製販売を行ない本村を紹介し、多くの
観光客の誘致に努める。

会員数

平成14年度会員数：５１名 会員:５５名

会費

一律：2,000円 年会費１,５００円

事務局体制
里村役場経済課
　　　事務局長：経済課長，事務職員：産業振興係

上甑村役場企画課

・市町村によって，運営補助・事業・イベント等の補
助と額に違いがある。
・新市に移行後には，観光協会の改編を検討して
いく必要がある。
・観光協会のメニュー事業の一つである。
・事務局を役場に置いている町村がある。合併後
は，自主運営の必要がある。
・新市に移行後，ひとつの観光協会となる必要があ
るが，現在の状況では，早急な合併は難しいようで
ある。新市に移行後，調整をする間，連絡協議会
等の設立をするか，各市町村協会を支部として捉
えて合併を進めるか，検討・考慮する必要がある。

・観光協会の組織及び運営については、新市に移行後、効果的な活動ができるよう組織体制の確立を推進する。

下甑村・鹿島村
該当なし



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協定項目 　２３－１６　商工・観光関係事業 【ウォータークィーン・キング】 産業経済部会　　観光イベント分科会

調整方針（案）

分野名 川内市 課題・問題点

名称

川内観光協会

目的

川内市の紹介，観光宣伝，団体等の開催する行事
に出務するクィーン・キングの出務等の運営にあた
る。

内容

応募・運営及び出務等の運営全般

川内ウォータークィーン･キング
　１市だけの実施であるが、新市に移行後は、新市
の範囲内での代表選考が必要である。

・川内ウォ－タークィーン・キングについては、新市に移行後、速やかに調整する。

その他町村
該当なし



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協定項目 　２３－１６　商工・観光関係事業 【観光関係団体】 産業経済部会　　観光イベント分科会

調整方針（案）

分野名 川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町

分野名 里村 上甑村 下甑村 鹿島村 課題・問題点

名称

①(社)鹿児島県観光連盟
②観光かごしま大キャンペーン推進協議会
③九州西海岸観光協議会
④鹿児島県キャンプ協会
⑤甑島観光協会

①(社)鹿児島県観光連盟
②観光かごしま大キャンペーン推進協議会
③九州西海岸観光協議会
④鹿児島県キャンプ協会
⑤甑島観光協会

①(社)鹿児島県観光連盟
②観光かごしま大キャンペーン推進協議会
③九州西海岸観光協議会
④鹿児島県キャンプ協会
⑤甑島観光協会

①(社）鹿児島県観光連盟
②観光かごしま大キャンペーン推進協議会
③九州西海岸観光協議会
④甑島観光協会

・旅館組合については、新市において新しい旅館
組合を設立して、関係者・機関の連携の拡大・誘客
の活性化を図る必要がある。
・地域性のある独立国は、地域振興に係る部分で
あり必要と考える。
・スポーツ合宿誘致対策の受入団体との調整及び
組合の組織の改編を考慮する必要がある。

・観光関係団体の組織及び運営については、新市に移行後、効果的な活動ができるよう組織体制の確立を推進する。

①北さつま広域観光キャンペーン推進協議会
②川内川流域温泉郷観光協議会
③(社）鹿児島県観光連盟
④観光かごしま大キャンペーン推進協議会
⑤九州西海岸観光協議会
⑥川内市旅館組合
⑦川内高城温泉振興会
⑧九州観光都市連盟
⑨鹿児島県14市観光連絡会議

名称

①北さつま広域観光キャンペーン推進協議会
②川内川流域温泉郷観光協議会
③(社)鹿児島県観光連盟
④観光かごしま大キャンペーン推進協議会
⑤鹿児島県観光所在町村協議会
⑥九州・沖縄道の駅

①北さつま広域観光キャンペーン推進協議会
②川内川流域温泉郷観光協議会
③(社)鹿児島県観光連盟
④観光かごしま大キャンペーン推進協議会
⑤鹿児島県観光所在町村協議会

①北さつま広域観光キャンペーン推進協議会
②川内川流域温泉郷観光協議会
③(社)鹿児島県観光連盟
④観光かごしま大キャンペーン推進協議会
⑤鹿児島県キャンプ協会

①北さつま広域観光キャンペーン推進協議会
②川内川流域温泉郷観光協議会
③(社)鹿児島県観光連盟
④観光かごしま大キャンペーン推進協議会
⑤鹿児島県観光所在町村協議会
⑥鹿児島県キャンプ協会
⑦観光振興推進協議会



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協定項目 　２３－１６　商工・観光関係事業 【宿泊施設】 産業経済部会　　宿泊施設分科会

調整方針（案）

分野名 入来町 東郷町 祁答院町 里村 上甑村

名称
きんかんの里ふれあい館 東郷温泉ゆったり館 財団法人鹿児島勤労者いこいの村 里村交流センター「甑島館」 観光研修複合施設「すのさき荘」

位置
入来町浦之名５２６４－７ 薩摩郡東郷町斧淵１９４０番地１ 祁答院町藺牟田１８０６ 里村里1619番地15 上甑村中甑 ３１３番地の１

設置団体
入来町 株式会社東郷温泉ゆったり館 雇用能力開発機構 里村，里村漁業協同組合，里村商工会，里村観光

協会
上甑村

設立 平成9年4月1日 平成14年2月18日 昭和53年10月1日 平成7年12月8日 昭和58年7月1日

資本金
１億円 出資金 43,000,000円

役員構成

ふれあいの里営農組合（理事１３名・監事２名） ・代表取締役　森薗正堂　・取締役　和田　国昭
（助役）・取締役　知敷憲一郎（総務課長）・監　査
中村昌弘

・理事長（県商工観光労働部長）・副理事（町長）・
理事６名・監事２人

代表取締役１名，取締役４名，監査役２名

施設の内容
和室・交流室・レストラン・特産品販売所等、客室３
室、最大宿泊数３２名

温泉施設　大浴場２、宿泊施設　最大３９名宿泊可 鉄筋コンクリート造り、地下１階地上４階宿泊客室２
４室

温泉施設：大浴場２（男・女）
宿泊施設：部屋数３９，最大宿泊数８２名
会議室：大１室，中１室，小２室

鉄筋コンクリート２階建、宿泊客室1１室

運営協議会の状況

運営については，株式会社甑産業振興公社に委
託している。

村は観光協会と委託契約して、又、観光協会は個
人と委託契約で運営管理を行なっている。

分野名 下甑村

名称
下甑村離島体験宿泊施設竜宮の郷

位置
下甑村手打２０４０番地

設置団体 下甑村

設立 平成5年9月1日

資本金

役員構成

施設の内容
鉄筋コンクリート２階建，宿泊客室１３室

運営協議会の状況

規則で定めるもののほか、竜宮の郷の運営管理に
ついて必要な事項は支配人が村長の承認を得て
別に定める。

・宿泊施設については、現行のまま新市に引き継ぐ。ただし、宿泊施設の統合検討委員会、運営協議会の設置については、合併時に、新たに制度等を制定する。

課題・問題点
1　名称及び位置
・　各市町村で経営体の状況等に相違があり現段階での統合の調整は困難である。合併後に検討委
員会を設けてじっくり検討する必要がある。
・現在の名称で，長い間営業をしており名称は定着している。利用者に対しても，名称の変更は避ける
べきと考える。

２．施設の運営協議
・既存の協議会については，役職員（メンバー）等の見直しをする必要があるが，基本的にはそのまま引
き継ぐ。
・経営方針については，各施設とも統一性をを持って運営していく必要があるので，経営方針等の協議
をする会議を速やかに立ち上げる必要がある。
・現在ある，それぞれの施設に於いての会議（取締役会）等の構成員や連絡調整機能を確立する必要
があると考える。
・各施設で運営形態が異なるので，各施設ごとの運営協議会等も必要であるが，全施設による運営協
議会等を設置する必要がある。

その他市町村
該当なし




